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１．はじめに 

河川水辺の国勢調査の一項目である河川環境基図作

成調査は、陸域調査と水域調査により構成される。陸

域調査は平成 3 年度から植物調査の一部、水域調査は

平成 4 年度から河川調査として開始された。平成 18 年

度に両調査を合わせた河川環境基図作成調査が開始さ

れ、5 年に 1 回の頻度で継続的に実施されている。調

査マニュアルは、植物調査の一部及び河川調査のマニ

ュアルを合わせる形で平成 18 年度に作成され、以降、

平成 24 年度に一部改定、平成 28 年 1 月に改定されて

いる 1)。 

本稿では、「河川環境基図作成調査の高度化・効率化

の考察（2024）」2)の続報として、令和 8 年度改定に向

けた検討状況を紹介する。 

 

表－１ 河川環境基図作成調査及びマニュアル改定の経緯 

 

 

２．河川環境基図作成調査のデータの役割 

陸域調査では主に植生図、水域調査では早瀬・淵、

ワンド・たまり、干潟等の図（以下「水域図」という）

が作成される。得られるデータは、直轄管理区間の全

域を対象とした面積や個数の定量データであり、河川

環境における「生物の生息・生育・繁殖の場」の変遷を

分析・評価する上でのベースとなる。さらに、環境の

定量評価ツールである「河川環境管理シート」3)に用い

られるとともに、河川整備計画の検討における「河川

環境の定量目標設定」4)での「生物の生息・生育・繁殖

の場」を示す指標の根拠となる。また、河川の環境情

報を平面図に整理した「河川環境情報図」等に用いら

れる。今後は、定量的な環境目標による河川整備が進

むことで、モニタリングや事業評価の指標の根拠とし

て用いられる可能性がある。以上より、河川環境基図

作成調査により取得されるデータの品質の安定化、ま

た、そのエビデンスの確保が求められている。 

 

３．調査マニュアル改定に向けた検討経緯 

調査マニュアル改定の検討は、令和 3 年度から開催

されている「河川水辺の国勢調査に関する検討会」5)等

での議論を踏まえて検討が進められている。令和 5 年

度までの検討内容である河川環境基図作成調査手法の

課題とそれに対応するための新技術等は、「河川環境基

図作成調査の高度化・効率化の考察（2024）」2)に示す

とおりである。 

 

４．調査マニュアル改定に向けた検討のポイント 

 

 最新の観測技術の活用による現地調査の効率

化、河川環境基図の品質の安定化 

 陸域・水域調査の判読素図における機械学習

等の最新の解析技術の導入による効率化 

 水域調査の判読素図における ALB を用いた水

域を可視化した図の導入による品質の安定化 

 調査手法やその考え方における現場実態の反

映 

 既往調査との精度及び整合性の確保 

 

改定に向けた検討では、観測機器や解析方法の新技

術を用いることで、河川環境基図作成調査のアウトプ

ットである植生図及び水域図の品質の安定化と調査効

率の向上を主目的とした。合わせて、現場実態を踏ま
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えた考え方の拡充を行った。また、調査の継続性を確

保するため、植生図凡例及び水域調査の早瀬・淵、止

水域（湛水域、ワンド・たまり）、干潟等の定義は平成

28 年度マニュアルの調査（以下「既往調査」という）

と同様とし、精度は既往調査と同程度以上を確保する

こととした。 

新技術等のマニュアルへの導入は、a)一般的な調査

会社が導入可能でかつ導入の効果が明らかな技術、b)

導入の効果が期待できるが知見の蓄積が限られる技術

の 2 つに場合分けし、「必須」と「任意」の 2 段階に分

けて導入を検討した。「任意」は、コラムとしてマニュ

アルに記載する方針とした。以上を踏まえ、平成 28 年

度マニュアルに追加・更新する内容の検討を行った。 

 

表－２ マニュアル改定に向けた主な検討事項 

項目 主な検討事項 

使用する
空中写真
等 

必
須 

【観測機器の新技術】 
・ 空中写真等：航空機、無人航空機によるデジタル空中

写真画像、光学衛星画像、ALB 等による点群データを
活用 

・ 空中写真等は、現地調査実施年度の当該年度または
前年度取得を用いる 

・ 取得されていない場合は、空中写真等を撮影、購入等
により準備 

陸
域
調
査 
・
植
生
図 

判読 
素図 
の 

作成 

必
須 
・ 
任
意 

【判読方法の現場実態技術・新技術・従来技術】 
・ 判読素図の作成方法として 3 種類を記載 
・ ①～③のいずれか一つ以上の方法で作成（必須） 

①GIS 上での目視判読 
②機械学習による自動判読 ⇒コラムで紹介（任意） 
③実体視を用いた目視判読 

・ 判読素図の作成方法、作成に用いた空中写真等の情
報を整理 

・ 判読素図及び判読素図作成に用いた空中写真等の
GIS データは納品を基本 

調査 
範囲 

必
須 

【新技術導入及び現場実態を踏まえた考え方の見直し】 
・ 河川縦断方向の全川踏査を基本 

群落組成
調査 

必
須 
・
任
意 

【現場実態を踏まえた考え方の拡充】 ⇒コラムで紹介 
目的①：新規群落の種組成の把握(必須) 
目的②：特徴的な群落の種組成の把握(任意) 
目的③：同じ場所での種組成の変化の把握(任意) 

植生断面
調査 

任
意 

【現場実態を踏まえた考え方の拡充】 ⇒コラムで紹介 
・ ベルトトランセクト法による調査 

水
域
調
査 

判読
素図
の作
成 

原
則 
必
須 

【判読方法の新技術】 
・ ALB 取得済河川では ALB データを用いて「水域を可

視化した図」を作成 
①深さの目安の図：深さを可視化した図 
②ワンド・たまりの目安の図：水域範囲を可視化した図 
③干潟の目安の図：朔望平均満潮位～朔望平均干 

潮位範囲を可視化した図 
・ 作成に用いた ALB データ、空中写真等の情報を整理 
・ 判読素図及び判読素図作成に用いた空中写真等の

GIS データは納品を基本 

任
意 

【判読方法の新技術】 
・ 水域の瀬、淵の定量的な分類技術 ⇒コラムで紹介 

調査 
範囲 

必
須 

【新技術導入を踏まえた考え方の見直し】 
・ 判読素図作成に用いた ALB 取得時点以降に大きな水

域環境変化を伴う出水等が発生していない場合は、
淵、止水域、干潟の現地調査は代表箇所を基本 

調査結果
とりまとめ 

必
須 

・ GIS 等を用いて空中写真等に合わせて作成 
・ 陸域調査の植生図と水域調査の結果の整合に留意 

４－１ 使用する空中写真等 

植生図及び水域図は、空中写真等を用いて植生図等

の下図である判読素図を作成し、現地調査において判

読素図を加筆・修正することで作成する。成果品の品

質の安定化と調査効率の向上を図るには、現地調査実

施時点とできる限り近い時点に撮影された最新の空中

写真等を用いることが重要となる。 

改定に向けた検討では、最新の空中写真等として、

現地調査実施年度の当該年度または前年度に取得され

たものを用いることを必須とした。観測技術は、従来

の航空機による空中写真に加えて、無人航空機（UAV）

による空中写真画像や光学衛星画像を用いることとし

た。 

これらを踏まえ、空中写真等は、河川定期縦横断測

量における点群測量（航空レーザ測深（ALB）や航空レ

ーザ測量（LP））において、点群データと同時に取得さ

れる空中写真を用いることを基本として、ALB または

LP が、現地調査実施年度の当該年度または前年度に取

得されていない場合は、空中写真等を撮影や購入によ

り準備することとした。広域を高頻度に取得できる光

学衛星技術の進展や、比較的容易に操縦・撮影ができ

る無人航空機技術の進展により、最新の空中写真等を

比較的安価に準備することが可能となっている。なお、

撮影や購入する場合のコスト増に対しては、最新の空

中写真等を用いることで、現地調査での加筆・修正作

業とその後の結果整理作業の軽減によるコスト減が期

待される。 

４－２ 植生図の判読素図作成と現地調査範囲 

植生図の判読素図は、空中写真等から植生、裸地、

水面等の範囲を読み取り、図化したものである。植生

図の下図として作成することで、植生等が成立する場

所、広がり、形状等の精度を向上させることができる。

改定に向けた検討では、平成 28 年度マニュアルの手法

（以下「既往手法」という）である「実体視による目視

判読」に加えて、現場実態として一般的に行われてい

る手法である「GIS 上での目視判読」及び河川での技術

が進展している「機械学習による自動判読」の 3 つの

手法を併記し、いずれかの一つ以上の手法で作成する

ことを必須とした。 

新技術である「機械学習による自動判読」は、メリ

ットとして、パソコン処理による省力化と工程短縮が

挙げられる。一方、現状の課題として、分類区分が目

視区分と比較して大きな区分となること、分類区分に

より分類精度のばらつきがみられることが挙げられる。

課題はあるものの、現場での事例の積み重ねにより、

分類精度や更なる省力化の技術向上が期待されるため、
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多くの河川で実施されることが望ましい。なお、課題

に対しては、判読素図作成段階ではなく、最終的なア

ウトプットである植生図の作成段階で品質・精度を確

保することとし、「調査範囲」の考え方や植生図のチェ

ック方法の見直しを行った。 

植生図作成範囲のうち、現地確認を行う範囲である

「調査範囲」は、既往調査では、河川毎の状況に応じ

て全川確認や部分確認などが設定されていたが、植生

図の品質を安定化させるため、「河川縦断方向の全川踏

査」を基本とした。これにより、「機械学習による自動

判読」で判読素図を作成した場合に、分類区分が大き

くなる課題を補うことも可能となる。 

品質・精度確保のための植生図のチェック方法は、

GIS 上で重なりや抜けがないこと、判読素図作成で用

いた空中写真等と位置が整合していることを確認する

とともに、前回の植生図と凡例数及び面積を比較し、

変化が妥当であることを確認することとした。 

また、植生図のエビデンスを確保するため、作成に

用いた空中写真等の情報を整理するとともに、判読素

図及び判読素図作成に用いた空中写真等の GIS データ

の納品を基本とした。なお、空中写真等を購入により

準備した場合は、購入元の使用承諾条件書に準拠し納

品可能なデータを納品することとした。 

４－３ 群落組成調査と植生断面調査 

群落組成調査及び植生断面調査は、現場実態を踏ま

えた調査対象の考え方の拡充を行った。群落組成調査

は、既往調査では、当該河川で前回までの河川水辺の

国勢調査で記録されていない新規群落が確認された場

合に、種組成の把握を目的として実施することを基本

としており、新規群落以外は対象外であった。しかし、

現場実態として、河川毎の特性に応じて、河川に特徴

的な群落の把握を目的とした調査や、植生断面調査の

調査ルート上等において同じ場所での種組成の変化の

把握を目的とした調査が実施されている場合がみられ

た。また、群落組成調査は、植生図の凡例である植物

群落と植物種を紐づける上で必要なデータであるため
6)、既往調査で確認済みの群落についても群落組成デー

タが蓄積されることが期待された。以上を踏まえ「新

規群落の種組成の把握」を必須とし、「特徴的な群落の

種組成の把握」及び「同じ場所での種組成の把握」を

任意として整理した。 

植生断面調査は、既往手法を基本とした上で、現場

実態を踏まえ、河川の横断方向の植生分布状況と地盤

高等の物理情報との関係を詳細に把握することを目的

とした「ベルトトランセクト法」を任意手法として整

理した。また、植生断面図の地形は、定期横断測量ま

たは航空レーザ測深（ALB）等の測量データを用いて作

成することを基本とした。植生断面調査は総合調査地

区において、経年的に同じ場所で実施する調査である

ため、河川毎の特性に応じて、同じ手法で継続的に実

施されることが望ましい。 

４－４ 水域調査の判読素図作成と現地調査範囲 

水域調査の判読素図は、空中写真等から早瀬・淵、

止水域、干潟、流入支川等を読み取り図化したもので

ある。水域調査は、植生図に比べて現地調査で広がり

や形状等を確認することが難しいため、判読素図の精

度が最終的なアウトプットの精度に繋がりやすい。対

応として、令和元年度から全国の直轄河川で原則実施

されている航空レーザ測深（ALB）の結果を用いて、3

つの「水域を可視化した図」を作成することとした。3

つの図は、「深さの目安の図」、「ワンド・たまりの目安

の図」、「干潟の目安の図」であり、いずれも ALB 成果

の標準的な納品データである、「グラウンドデータ」「グ

リッドデータ」「水部ポリゴンデータ」を用いて作成可

能である。また、図の作成は、3次元点群データを扱う

こ と が 可 能 な フ リ ー ソ フ ト で あ る Qgis7) や

CloudCompare8)で作成可能である。なお、干潟について

は、既往手法では、潮位との関係が曖昧であり、干潟

の経年的な変化が、地形変化によるものか、調査時の

潮位によるものか不明確な場合がみられた。このため、

前田ら 9)や「河川汽水域における多自然川づくりの技

術資料（試案）」10)を踏まえ、潮間帯を示す朔望平均満

潮位から朔望平均干潮位を干潟の目安とした。 

なお、ALBデータを用いた「水域を可視化した図」は、

ALB データが現地調査実施年度の当該年度または前年

度に取得されていない場合においても、現地調査時の

淵やたまり等の確認の参考となるため、作成すること

を基本とした。 

「調査範囲」（水域図作成範囲のうち、現地確認を行

う範囲）は、項目に応じて設定することで効率化（省

力化）を行った。「水域を可視化した図」で場所、広が

り、形状等が把握可能な淵、止水域、干潟の項目は、代

表箇所での実施を基本とした（ALB データ取得時点以

降に大きな水域環境変化を伴う出水等が発生した場合

を除く）。代表箇所は、河川縦断区分ごとに典型的な箇

所を 1 箇所以上とした。「水域を可視化した図」のみで

は場所、広がり、形状等の把握が難しい早瀬、湧水箇

所、流入支川等の項目は、既往調査と同様の調査範囲

とした。 

水域図のエビデンスを確保するため、作成に用いた

ALB データ、空中写真等の情報を整理するとともに、判

読素図、判読素図作成に用いた空中写真等の GIS デー
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タの納品を基本とした。GIS データ形式は、ベクターデ

ータは GeoJSON、画像データは GeoTiFF 等の位置座標

を有する画像データ形式とした。 

４－５ 調査結果とりまとめ 

植生図及び水域図を合わせた図である河川環境基図

は、植生図と水域図が整合するように作成することと

した。植生図と水域図の整合は、既往調査の一部の河

川において、陸域と水域の領域の整合が図れていない

事例がみられたため記載した。なお、植生図と水域図

を異なる年度に実施していることが理由で、陸域と水

域の領域が整合しない場合もあるため、河川毎の状況

に応じた対応が必要である。 

 

５．おわりに 

河川整備計画の検討における「河川環境の定量目標

設定」が進むことで、河川環境基図作成調査のデータ

の重要性は今後ますます高まると考えられる。さらに、

河川環境基図データと ALB データを合わせて用いるこ

とで、樹木管理や河道計画の平面二次元計算に必要な

情報が取得できる等、川づくりにおける様々な場面で

の活用が期待される。また、空中写真等の観測技術、

河川環境基図作成調査に関する機械学習や ALB 等の解

析技術は日進月歩で進展している。今後もデータ活用

や技術の進展を踏まえた河川環境基図作成調査の高度

化・効率化の検討が必要である。 

本検討にあたっては、国土交通省水管理・国土保全 

局河川環境課、中部地方整備局河川部河川環境課の皆 

様には貴重なご指導・ご助言を頂きました。ここに記 

して深く感謝を申し上げます。 
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